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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第93期

第２四半期連結
累計期間

第94期
第２四半期連結
累計期間

第93期
第２四半期連結
会計期間

第94期
第２四半期連結
会計期間

第93期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ７月１日
至  平成20年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 172,820129,609 86,181 67,236 328,371

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 274 △1,232 △930 1,710 △6,179

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) △2,214 △1,976 △775 643 △10,722

純資産額 (百万円) ― ― 85,915 78,528 71,355

総資産額 (百万円) ― ― 332,135302,379304,769

１株当たり純資産額 (円) ― ― 401.00 302.93 304.30

１株当たり四半期純利益金
額又は四半期(当期)純損失
金額(△)

(円) △10.59 △8.48 △3.71 2.72 △48.96

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― 2.53 ―

自己資本比率 (％) ― ― 25.23 25.30 22.86

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,894 6,933 ― ― △13,165

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,202 △5,558 ― ― △33,576

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 19,747 △441 ― ― 55,896

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 10,148 19,874 18,815

従業員数 (名) ― ― 7,165 7,012 6,972

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　第93期第２四半期連結累計期間、第93期第２四半期連結会計期間及び第93期の潜在株式調整後１株当たり四半

期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。また、第94期第２四半期連結累

計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期純損失であるため記載していない。
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２ 【事業の内容】

　

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はない。 

　また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 7,012（909）

(注) １　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員は( )内に外数で記載している。

　２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 3,062（426）

(注) １　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員は( )内に外数で記載している。

　２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産金額(百万円) 前年同期比(％)

タイヤ 39,296 △19.8

ダイバーテック他 12,495 △26.6

合計 51,791 △21.5

(注) １  金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。
２  上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注状況

当社グループは製品の性質上、原則として需要見込生産方式を採っている。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売金額(百万円) 前年同期比(％)

タイヤ 48,849 △19.1

ダイバーテック他 18,386 △28.8

合計 67,236 △22.0

(注) １  セグメント間の取引については相殺消去している。

２  上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間における、経営上の重要な契約等は次のとおりである。

契約締結日 相手先 契約の内容

平成21年８月27日 正新橡膠工業股?有限公司 両者で永年にわたり協力運営してきた合弁事業に関して、互いの優位性を統合する

ことによって品質・価格等の面で国際的競争力を形成し、共同発展を目指すという

当初の合弁事業目的について十分な成果が得られたので、両者の更なる繁栄に向け

合弁契約を解約し、発展的に下記合弁事業を解消する。なお、合弁事業の解消は、合

意書締結日（平成21年８月27日）とし、中国政府による合弁事業解消の審査認可の

取得日をもって効力を生じるものとしている。 

①正新橡膠(中国)有限公司 

②厦門正新海燕輪胎有限公司
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経営環境は、昨年秋以降続く世界規模の

景気後退については各国の景気対策の効果もあり最悪期を脱しつつある傾向にあるが、企業業績の低迷

による雇用情勢の悪化や個人消費の伸び悩み、また主要顧客である自動車業界が本格的な回復に至って

いないなど依然として厳しい状況が続いた。 

　このような状況のもと、当社グループは早期の業績回復を目指し、販売体制の強化、最適な生産体制及び

人員体制の構築、コストダウン活動の継続・強化、有利子負債の削減などの取り組みを行い収益改善に努

めた。 

　その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は672億36百万円（前年同期比189億45百万円減、22.0％

減）、営業利益は17億53百万円（前年同期は82百万円の損失）、経常利益は17億10百万円（前年同期は９

億30百万円の損失）、四半期純利益は６億43百万円（前年同期は７億75百万円の損失）となった。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

①　タイヤ事業

売上高は488億49百万円（前年同期比115億20百万円減、19.1％減）で、全売上高の72.6％を占めてお

り、営業利益は12億53百万円（前年同期は１億26百万円の損失）となった。

（国内新車用タイヤ） 

　エコカー減税などの支援策の効果もあり国内自動車生産台数が回復する傾向にある中、販売量は前年同

期並みとなった。売上高は、当社品装着車種の販売が好調に推移したことにより、前年同期を上回った。

（国内市販用タイヤ） 

　市場全体は回復傾向にあるが未だ前年実績を下回っている中、乗用車用タイヤの拡販活動を強化したこ

とにより、販売量は前年同期並みとなったが、売上高は前年同期を下回った。 

（海外市販用タイヤ） 

　中国市場など販売が好調に推移している地域もあったが、重要市場と位置付ける北米市場や欧州市場で

の需要の回復が遅れているため、海外市場全体の販売量・売上高はともに前年同期を大幅に下回った。
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②　ダイバーテック他事業

売上高は183億86百万円（前年同期比74億24百万円減、28.8％減）で、全売上高の27.4％を占めており、

営業利益は５億９百万円（前年同期比４億58百万円増、891.2％増）となった。 

（輸送機器分野） 

　国内自動車生産台数は徐々に増加傾向にあるが、本格的に回復するまでには至っていないため、自動車

用防振ゴム及び自動車用シートクッションとも、売上高は前年同期を大幅に下回った。鉄道車両用空気バ

ネは引き続き、堅調な受注に支えられ、売上高は前年同期を大幅に上回った。

（産業・建築資材分野） 

　標準防振ゴム、ホース群、引布商品群の産業資材の売上高は、昨年秋以降の景気後退による設備投資の抑

制の影響を大きく受け受注が低迷したため、前年同期を大幅に下回った。建築免震ゴムは物件の凍結、延

期の影響もあり、前年同期を大幅に下回った。

（断熱・防水分野） 

　断熱、防水分野の売上高は、マンションの着工件数が大幅に減少する中、積極的な拡販活動を展開した

が、断熱分野は前年同期を下回り、防水分野は前年同期を大幅に下回った。

　

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

①　日本

日本市場においては、設備投資の抑制や個人消費の伸び悩みなど景気低迷の影響もあり、売上高は378

億19百万円（前年同期比112億39百万円減、22.9％減）となった。しかし、国内市販用タイヤの拡販活動や

高付加価値商品の販売が増加した国内新車用タイヤ、また鉄道車両用空気バネの販売が好調だったこと

などにより、営業利益は24億18百万円（前年同期は11億14百万円の損失）となった。

　

②　北米

北米市場においては、需要環境の本格的な回復には至っておらず、第１四半期同様販売不振が続いてい

ることなどにより、売上高は197億48百万円（前年同期比46億２百万円減、18.9％減）、営業利益は２億96

百万円（前年同期比２億38百万円減、44.6％減）となった。

　

③　その他

その他地域においては、中国を中心としたアジア市場でタイヤ及び自動車用防振ゴムの販売が好調に

推移したが、欧州市場及び大洋州市場での販売が伸び悩んでいることもあり、その他地域の売上高は96億

67百万円（前年同期比31億３百万円減、24.3％減）、営業利益は２億41百万円（前年同期比１億56百万円

減、39.3％減）となった。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動による収入が76億86百万円とな

り、投資活動による支出が36億82百万円となったため、純現金収支（フリーキャッシュ・フロー）は40億

３百万円のプラスとなった。財務活動においては１億２百万円の支出となった。以上の結果、当第２四半

期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、これら収支に為替換算差額の増加額を合わせ198億74百万円

となった。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加などの減少要因があったものの、棚卸資産の

減少や減価償却費などの増加要因により、76億86百万円の収入（前年同期は143億54百万円の支出）と

なった。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入などの増加要因があったも

のの、設備投資に伴う有形固定資産の取得による支出などの減少要因により、36億82百万円の支出（前

年同期比13億31百万円増、56.6％増）となった。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローにおいては、新株予約権付社債の発行による収入などがあった

ものの、短期借入金の減少などがあり、１億２百万円の支出（前年同期は113億94百万円の収入）と

なった。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はない。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は17億78百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。 

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。

　

EDINET提出書類

東洋ゴム工業株式会社(E01090)

四半期報告書

 8/30



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 252,850,609254,358,146

大阪証券取引所 
(市場第一部) 
東京証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は1,000株である。

計 252,850,609254,358,146― ―

(注) 当第２四半期会計期間の末日後、新株予約権の行使により、発行済株式数が増加している。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりである。 

第４回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成21年７月８日取締役会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年９月30日)

新株予約権の数（個） 3

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
本新株予約権に係る本社債の払込金額の総額を転換価額で除
して得られる最大整数。

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月24日 
至　平成23年７月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

（注）２

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第３項
本文の定めにより本社債又は本新株予約権のうち一方のみを
譲渡することはできない。 

代用払込みに関する事項
本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株
予約権に係る本社債とし当該本社債の価額はその払込金額と
同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

（注）３

新株予約権付社債の残高（百万円） 300
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(注) １　①当初転換価額

転換価額は、当初226円とする。

　　②転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第２金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定

日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定

日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。)の㈱東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の92％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、そ

の小数第２位を切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、本新株予

約権付社債の社債要項に定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権付

社債の社債要項に従い当社が適当と判断する金額に調整される。ただし、かかる算出の結果、決定日価額が113

円（ただし、後述③による調整を受ける。以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、修正後の転換価

額は下限転換価額とし、決定日価額が339円（ただし、③による調整を受ける。以下「上限転換価額」とい

う。）を上回る場合には、修正後の転換価額は上限転換価額とする。　 

　　③転換価額の調整 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、本新株予約権付社債の社債要項に定める各事由により当社普通株式数

に変更を生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」とい

う。）をもって転換価額を調整する。　 

　

　 　 　 　 既発行普通株
式数

＋
交付普通株式数×１株あたり払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

　　

「既発行普通株式数」とは、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が定められている場

合はその日、また、当該基準日が定められていない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１ヶ月前の日に

おける当社の発行済普通株式数から当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該転換価額の

調整前に、本新株予約権付社債の発行要項に従い「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ

交付されていない当社普通株式の株式数を加えるものとする。なお、当社普通株式の株式分割が行われる場合

には、転換価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、基準日における当社の有する当社普通株式に関して

増加した当社普通株式数を含まないものとする。　

２　①本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格は、当初226円とする。なお、

（注）１によって転換価額が修正された場合は、調整後の転換価額とする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めると　

ころに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場

合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本

金の額を減じた額とする。　

３　①当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換も

しくは株式移転（以下「組織再編行為」という。）につき当社の株主総会で承認決議した場合、当該組織再編

行為の効力発生日以前に、残存する本社債の全部（一部は不可）を額面100円につき金100円で繰上償還する。

この場合、当社は、本新株予約権付社債の社債権者に対して、償還日に先立つ１ヶ月以上前に事前通知するも

のとする。 

②本新株予約権付社債の社債権者は、本新株予約権付社債の発行後、当社が吸収分割又は新設分割につき当社

の株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、その選択により、当社に対

して、当該吸収分割又は新設分割の効力発生日の２週間前まで（当日を含む。）に事前通知を行うことによ

り、当該吸収分割又は新設分割の効力発生日以前に、その保有する本社債の全部又は一部を額面100円につき

金100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

23,565 252,850 2,350 30,334 2,350 28,357

(注) 新株予約権の行使による増加である。また、平成21年10月１日付で、新株予約権の行使により、発行済株式総数が

1,507千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ150百万円増加している。

　

(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 42,121 16.65

株式会社ブリヂストン 東京都中央区京橋１丁目10番１号 20,000 7.90

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 12,870 5.09

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 10,603 4.19

トヨタ自動車株式会社 豊田市トヨタ町１番地 9,549 3.77

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 9,410 3.72

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 5,190 2.05

横浜ゴム株式会社 東京都港区新橋５丁目36番11号 4,000 1.58

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 3,374 1.33

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 3,123 1.23

計 ― 120,24347.55

(注) 1　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。

　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　42,121千株

　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　10,603

        日本生命保険相互会社　　　　　　　　　　　　　 111　

　　２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式のうち、7,776千株は東洋紡績株式会社が所有してい

　た当社株式を住友信託銀行株式会社に退職給付信託として拠出したものが、日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社に再信託されたもので、その議決権行使の指図権は東洋紡績株式会社に留保されている。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 294,000
(相互保有株式)
普通株式 100,000

― 単元株式数は1,000株である。

完全議決権株式(その他) 普通株式 251,699,000251,699 同上

単元未満株式 普通株式 757,609 ― ―

発行済株式総数 252,850,609― ―

総株主の議決権 ― 251,699 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれ

ている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。 

　　　　　自己株式　　　　　　　　　　　　　　477 株 

　　　　　相互保有株式　 ㈱エーゼーゴム洋行　 123 株

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東洋ゴム工業株式会社

大阪市西区江戸堀 
１丁目17番18号

294,000― 294,000 0.11

(相互保有株式) 
株式会社エーゼーゴム洋行

大阪市中央区南船場 
３丁目３番10号

89,000― 89,000 0.03

浩洋ゴム株式会社
神戸市長田区菅原通 
７丁目４番１号

11,000― 11,000 0.00

計 ― 394,000― 394,000 0.15

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 200 224 244 246 232 230

最低(円) 131 165 211 166 207 195

(注)　最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,877 18,818

受取手形及び売掛金 55,866 49,735

商品及び製品 34,391 38,131

仕掛品 2,479 2,784

原材料及び貯蔵品 6,900 8,316

その他 15,123 19,341

貸倒引当金 △309 △370

流動資産合計 134,330 136,757

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 34,515 34,718

機械装置及び運搬具（純額） 43,081 45,535

その他（純額） 39,367 38,364

有形固定資産合計 ※１
 116,964

※１
 118,618

無形固定資産

のれん 412 467

その他 2,205 2,373

無形固定資産合計 2,617 2,840

投資その他の資産

投資有価証券 31,529 29,727

その他 17,489 17,373

貸倒引当金 △551 △547

投資その他の資産合計 48,466 46,552

固定資産合計 168,049 168,011

資産合計 302,379 304,769

EDINET提出書類

東洋ゴム工業株式会社(E01090)

四半期報告書

14/30



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 46,250 48,458

短期借入金 60,133 63,951

1年内償還予定の社債 3,000 5,000

未払法人税等 1,338 1,098

未払金 9,826 11,686

製品補償引当金 610 870

その他の引当金 54 －

その他 12,252 11,859

流動負債合計 133,467 142,924

固定負債

社債 20,000 23,000

新株予約権付社債 300 －

長期借入金 51,097 44,682

退職給付引当金 13,159 14,108

その他の引当金 251 280

その他 5,574 8,417

固定負債合計 90,383 90,488

負債合計 223,851 233,413

純資産の部

株主資本

資本金 30,334 27,984

資本剰余金 28,357 26,007

利益剰余金 16,337 18,236

自己株式 △102 △100

株主資本合計 74,926 72,127

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,153 4,518

繰延ヘッジ損益 207 △236

為替換算調整勘定 △4,779 △6,725

評価・換算差額等合計 1,580 △2,442

少数株主持分 2,021 1,670

純資産合計 78,528 71,355

負債純資産合計 302,379 304,769
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 172,820 129,609

売上原価 130,340 98,622

売上総利益 42,480 30,987

販売費及び一般管理費 ※１
 41,303

※１
 32,287

営業利益又は営業損失（△） 1,177 △1,300

営業外収益

受取利息 61 38

受取配当金 462 378

持分法による投資利益 792 1,660

その他 562 412

営業外収益合計 1,878 2,490

営業外費用

支払利息 1,630 1,237

その他 1,151 1,184

営業外費用合計 2,781 2,422

経常利益又は経常損失（△） 274 △1,232

特別利益

固定資産売却益 223 －

投資有価証券売却益 669 1,219

特別利益合計 892 1,219

特別損失

固定資産除却損 505 239

構造改革費用 － 415

投資有価証券評価損 134 －

製品補償引当金繰入額 570 －

たな卸資産評価損 1,001 －

退職給付費用 1,237 －

訴訟関連損失 126 －

特別損失合計 3,576 654

税金等調整前四半期純損失（△） △2,409 △667

法人税等 ※２
 △167

※２
 944

過年度法人税等 － 235

少数株主利益又は少数株主損失（△） △27 128

四半期純損失（△） △2,214 △1,976
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 86,181 67,236

売上原価 65,326 48,773

売上総利益 20,855 18,462

販売費及び一般管理費 ※１
 20,937

※１
 16,708

営業利益又は営業損失（△） △82 1,753

営業外収益

受取利息 43 19

受取配当金 10 41

持分法による投資利益 480 1,117

その他 202 129

営業外収益合計 736 1,307

営業外費用

支払利息 766 612

為替差損 550 255

その他 268 482

営業外費用合計 1,585 1,350

経常利益又は経常損失（△） △930 1,710

特別利益

固定資産売却益 223 －

投資有価証券売却益 669 146

特別利益合計 892 146

特別損失

固定資産除却損 309 175

構造改革費用 － 171

投資有価証券評価損 134 －

製品補償引当金繰入額 570 －

訴訟関連損失 126 －

特別損失合計 1,140 347

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,178 1,510

法人税等 ※２
 △417

※２
 824

少数株主利益 14 41

四半期純利益又は四半期純損失（△） △775 643
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,409 △667

減価償却費 9,720 9,360

退職給付引当金の増減額（△は減少） 995 △998

製品補償引当金の増減額（△は減少） △1,014 △260

受取利息及び受取配当金 △523 △417

支払利息 1,630 1,237

為替差損益（△は益） 77 678

持分法による投資損益（△は益） △792 △1,660

固定資産除却損 505 239

固定資産売却損益（△は益） △223 －

投資有価証券評価損益（△は益） 134 －

投資有価証券売却損益（△は益） △669 △1,219

売上債権の増減額（△は増加） △6,578 △4,369

売上債権流動化に係る預け金の増減額(△は増加) 10,580 －

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,357 7,150

仕入債務の増減額（△は減少） △9,268 △3,690

その他 △2,312 1,605

小計 △8,504 6,989

利息及び配当金の受取額 947 2,157

利息の支払額 △1,496 △1,364

法人税等の支払額 △1,840 △848

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,894 6,933

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △11,722 △7,692

有形固定資産の売却による収入 1,028 19

無形固定資産の取得による支出 △288 △138

投資有価証券の取得による支出 △321 △207

投資有価証券の売却及び償還による収入 938 2,438

投資有価証券の払戻しによる収入 1,288 －

その他 △124 22

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,202 △5,558
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,266 △6,045

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △2,000 －

長期借入れによる収入 15,847 8,000

長期借入金の返済による支出 △4,282 △2,174

社債の発行による収入 9,950 －

新株予約権付社債の発行による収入 － 4,990

社債の償還による支出 △5,000 △5,000

配当金の支払額 △1,881 －

少数株主への配当金の支払額 △49 △42

その他 △103 △169

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,747 △441

現金及び現金同等物に係る換算差額 △236 125

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △584 1,058

現金及び現金同等物の期首残高 10,733 18,815

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 10,148

※１
 19,874
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項なし。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項なし。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１．一般債権の貸倒

見積高の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変

化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定し

ている。

２．固定資産の減価

償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して

算定する方法によっている。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１．税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用している。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　226,430百万円

 
　２　偶発債務

保証債務 　

厦門正新海燕輪胎有限公司 2,895百万円

　 （32,100千US$）

トーヨーソフランテック㈱ 200百万円

トーヨーリトレッド㈱ 154百万円

合計 3,250百万円
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　222,018百万円

 
　２　偶発債務

保証債務 　

厦門正新海燕輪胎有限公司 2,750百万円

　 （28,000千US$）

トーヨーソフランテック㈱ 250百万円

トーヨーリトレッド㈱ 165百万円

合計 3,166百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当　　　　　　 12,755百万円

運賃及び荷造費　　　　　 10,739百万円

退職給付費用　　　　　　　　527百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　143百万円

 

※２　法人税等の表示方法

当第２四半期連結累計期間における税金費用に

ついては、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示している。

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当　　　　　　 11,088百万円

運賃及び荷造費　　　　　　7,542百万円

退職給付費用　　　　　　　　614百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　 60百万円

 

※２　法人税等の表示方法

当第２四半期連結累計期間における税金費用に

ついては、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示している。

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当　　　　　　　6,367百万円

運賃及び荷造費　　　　　　5,367百万円

退職給付費用　　　　　　　　261百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　 46百万円

 

※２　法人税等の表示方法

当第２四半期連結会計期間における税金費用に

ついては、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示している。

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当　　　　　　　5,502百万円

運賃及び荷造費　　　　　　4,155百万円

退職給付費用　　　　　　　　297百万円

貸倒引当金繰入額　　　　　　 30百万円

 

※２　法人税等の表示方法

当第２四半期連結会計期間における税金費用に

ついては、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示している。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 10,152百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△4百万円

現金及び現金同等物 10,148百万円

 

　２　　　　　　　　　―――

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 19,877百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△3百万円

現金及び現金同等物 19,874百万円

 

　２　重要な非資金取引の内容

新株予約権付社債に付された新株予約権の行使

新株予約権の行使による資本

金増加額
2,350百万円

新株予約権の行使による資本
剰余金増加額

2,350百万円

新株予約権の行使による新株

予約権付社債の減少額
4,700百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 252,850,609

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 294,477

　

３  新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社 普通株式 1,507,537 300

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項なし。

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

当第２四半期連結会計期間において、当社第４回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換（行

使）により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ2,350百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末にお

いて資本金が30,334百万円、資本剰余金が28,357百万円となっている。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
タイヤ
(百万円)

ダイバーテック 
他

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

60,370 25,810 86,181 ― 86,181

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4 32 37 (37) ―

計 60,375 25,843 86,218 (37) 86,181

営業利益(又は営業損失△) △126 51 △74 (7) △82

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　
タイヤ
(百万円)

ダイバーテック 
他

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

48,849 18,386 67,236 ― 67,236

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3 53 57 (57) ―

計 48,853 18,440 67,293 (57) 67,236

営業利益 1,253 509 1,763 (9) 1,753

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
タイヤ
(百万円)

ダイバーテック 
他

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

122,511 50,309 172,820 ― 172,820

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

21 82 104 (104) ―

計 122,533 50,391 172,925 (104) 172,820

営業利益 1,131 51 1,182 (5) 1,177

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
タイヤ
(百万円)

ダイバーテック 
他

(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

96,001 33,607 129,609 ― 129,609

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8 111 120 (120) ―

計 96,010 33,719 129,729 (120) 129,609

営業損失(△) △1,235 △47 △1,283 (17) △1,300
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(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主要な製品等

事業区分 主　　要　　製　　品

タイヤ

各種タイヤ(乗用車用、トラック・バス用、建設機械用、産業車両用)、

タイヤ用チューブ、フラップ、キャメルバック、アルミホイール、

その他関連製品

ダイバー

テック他

産業・建築資材
ゴム・樹脂ホース、標準防振ゴム、ガスメーター計量膜、

ゴム引布製品、基礎免震積層ゴム、視線誘導標、車止め

輸送機器
防振ゴム（自動車用・鉄道車両用）、空気バネ（自動車用・鉄道車

両用）、シートクッション、ＣＶＪブーツ、樹脂バンパー

断熱・防水資材 硬質ウレタン、断熱材、ウレタン塗膜防水材、防水シート

その他資材 オフィス機器用部品、ＣＭＰ装置用研磨パッド

その他 国内関係会社に対する融資及び債権の買取、不動産業ほか

※なお、前連結会計年度において、事業区分「ダイバーテック他」に記載していた「家具・インテリア用軟質

ウレタン」及び「保険代理業」は連結範囲の変更等により、主要製品から除いている。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

49,059 24,350 12,771 86,181 ― 86,181

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

19,912 ― 7 19,920(19,920) ―

計 68,972 24,350 12,778106,101(19,920)86,181

営業利益(又は営業損失△) △1,114 534 397 △182 100 △82

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

37,819 19,748 9,667 67,236 ― 67,236

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

17,107 ― 2 17,110(17,110) ―

計 54,927 19,748 9,670 84,346(17,110)67,236

営業利益 2,418 296 241 2,955 (1,202)1,753
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

93,605 52,391 26,824172,820 ― 172,820

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

40,559 ― 13 40,572(40,572) ―

計 134,16452,391 26,837213,393(40,572)172,820

営業利益(又は営業損失△) △1,839 1,674 943 777 399 1,177

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米　
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

71,250 39,741 18,617129,609 ― 129,609

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

29,423 ― 6 29,429(29,429) ―

計 100,67439,741 18,623159,038(29,429)129,609

営業利益(又は営業損失△) △1,374 331 524 △518 (782)△1,300

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米・・・・・・米国、カナダ

　(2) その他・・・・・欧州、大洋州ほか

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 24,350 8,220 13,512 46,083

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 86,181

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

28.3 9.5 15.7 53.5

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 19,748 5,395 9,305 34,450

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 67,236

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

29.4 8.0 13.8 51.2
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 52,391 18,552 25,197 96,140

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 172,820

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

30.3 10.7 14.6 55.6

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 39,741 10,678 17,913 68,333

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 129,609

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

30.7 8.2 13.8 52.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米・・・・・・米国、カナダ

　(2) 欧州・・・・・・ドイツ、イギリス、イタリアほか

　(3) その他・・・・・中近東、大洋州、東南アジアほか

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がない。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がない。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 302円93銭
　

　 　

　 304円30銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 78,528 71,355

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 2,021 1,670

(うち少数株主持分) 　 (2,021) (1,670)

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結
会計年度末)の純資産額

(百万円) 76,506 69,685

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半
期連結会計期間末(連結会計年度末)の普通株
式の数

(千株) 252,556 228,999
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２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間
前第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △10円59銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純損失金額(△) △８円48銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載していない。また、当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載していない。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△) (百万円) △2,214 △1,976

普通株式に係る四半期純損失(△) (百万円) △2,214 △1,976

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 209,006 233,080

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につい
て前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―

平成21年７月８日発行の第
４回無担保転換社債型新株
予約権付社債（券面総額
5,000百万円）
なお、概要は「第４提出会
社の状況　１株式等の状況　
(2)新株予約権等の状況」
に記載のとおりである。

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △３円71銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 ２円72銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ２円53銭
　

(注) １　前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載していない。

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額又は四半期
純損失金額(△)

　 　 　

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △775 643

普通株式に係る四半期純利益又は四半期
純損失(△)

(百万円) △775 643

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 209,004 237,164

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

　 　 　

四半期純利益調整額 (百万円) ― ―

普通株式増加数 (千株) ― 16,900

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につい
て前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。
　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成20年11月11日

東洋ゴム工業株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    新　　田　　東　　平    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    川　　井　　一　　男    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮　　本　　敬　　久    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

ゴム工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は

第１四半期連結会計期間より、棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は

第１四半期連結会計期間より、一部の連結子会社において、退職給付債務の算定方法を簡便法から原則

法に変更している。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月９日

東洋ゴム工業株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    新　　田　　東　　平    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    川　　井　　一　　男    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    奥　　田　　　　　賢    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

ゴム工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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